
現状把握 部 Dｏ   現 や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 . 象 何 象 い ～人 公共施設 自然資源

, ,

％

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

 宅 営繕業務 民間業者 委 実施 方式 い 成
度 芽室 公営 宅等長 命化計 見直 行い 西園 団地 全面的
改善 用途変更 た 耐用 数 超えた 宅 花園 西団地 西園 団
地 新西 団地 安全性確保 た 毎 点検 行う 退去後 募集
停 政策空家 い

昭和 公営 宅法 基 く建設 た 時 本
事業 開始 た 宅 困窮 所得者

国 地方 協力 廉 家賃 宅 供給 民
生活 安定 社会福祉 増進 寄 目的 推進

た

成果指標

. .

 . 事務事業 開始 た背景  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

生活困窮者 公営 宅 賃貸 維持 営繕 実施 適
維持管理 行う

公営 宅及び公営 宅入居者

％

目標目標
度度

予算 目標単 度

宅 困窮 所得者 廉 家賃 宅 提供
民 生活 安定 社会福祉 増進 た 必要 営繕業務

実施 入居者 快適 安心 環境 提供

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

修繕費充当率 修繕費 家賃総

％

称

充足率 入居件数 退去件数

, ,

, ,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,

, ,, ,

, ,

, ,

, ,

.

目標

度

, ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

居 環境 満足 い 民 割合 ％

度

件退去件数 特定入居者含

単

件入居件数 特定入居者含

 . 象指標 象 大 表 指標

称

称

管理戸数 戸

度
度

作成日 成

開始 度 昭和
毎 繰返事業

一般

一般

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

古 教彦

公営 宅法 芽室 公営 宅管理条例 施行規則

所属
部門

事務事業 公営 宅維持管理事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

杉山 ゆ課長

予算
科目

会計区 款

成事業期間

予算 事業

度

目

線
民生活課 公営 宅係

日

公営 宅 家賃算定 営繕 いた 維持管理業務 行う

総合
計
体系

公営 宅維持管理事業

災害復旧事業 宅施設

維持管理費

施策

都市空間 整備 効 土地利用 推進

法 根

快適 環境 整備

基本目標

政策

快適 安全安心 暮 支え ち く

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

, ,
 他 使用料等

投
入
量

, ,

 職員従事人数

 一 般  源 , ,

, ,

 人工数 業務量

活動指標
戸

人件費計

件

, ,

象指標 件

％



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映 た ト 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃合 影響 あ 理  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

度

降

組

公営 宅 営繕 関 引 必要性 緊急性 総合的 判断 実施 い
芽室 公営 宅等長 命化計 基 西 団地 改善工事 ８戸 実施 い
公営 宅 管理戸数 縮減 建物 長 命化 目的 た計 的 宅改善工事 実施 総体的 修繕費 縮 び

ト タルコ ト 削減 成果指標 向 い

※ 民等 意見 要望 検討結果

提供 象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

○

公営 宅 適 維持管理業務 入居者 快適 環境 維持 実現 た 実施 い
ば い

事務事業 成果指標
伸ば

民生活課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
た場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

. 象 意図 大 縮小
余地

象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業

維持

公営 宅 一般的 営繕 関 入居者 申出 応 営繕 必要性 緊急性 総
合的 判断 民間業者 随時依頼 退去 伴う大規模営繕 関 営繕協力会 主眼 た委

修繕業務 進 い
宅 長 命化 向 た営繕 関 芽室 公営 宅等長 命化計 基 西 団地

２棟 戸 改善工事 実施
計 宅マ タ プラン 見直 あわ 適 管理戸数 い 期公営 宅等長

命化計 た 課 等 整理 将来的 方 い 様々 角度 検討 い

借 公営 宅 契約 ２ 経過 団地 契約更新等 い 関係機関 調整 い

削減

向

コ ト

増加

業務改善

 .改革 改善 期待成果

公営 宅係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

基本的 家賃 運営 考え 公営 宅 適 維持管理業務 た 管理者 あ
関 可 あ

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定 課 や解決策 あ 場合 合わ 入

 事務事業 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

公営 宅法 基 く家賃算定方法 入居者 入 応 た家賃 担 い

※ 映 た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

公営 宅維持管理事業



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 人工数 業務量

活動指標
回

人件費計

件
対象指標 件

訳 実績
度

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 ,

入基準等 入居資格要件 基 入居申込者 宅困窮度 緊急度
審査 行い 公営 宅提供 必要度 判定

総合
計
体系

公営 宅入居者選考委員会運営事業

施策名

都市空間 整備 効 土地利用 推進

法 根

快適 環境 整備

基本目標

政策名

快適 安全安心 暮 し 支え ち く

成事業期間

予算 事業名

度

目

線
民生活課 公営 宅係

日

所属
部門

事務事業名 公営 宅入居者選考委員会運営事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

杉山ゆ課長名

予算
科目

会計区 款 項

名 称

間選考委員会開回数 回

度
度

作成日 成

開始 度 昭和
繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

早川 大暁

芽室 公営 宅入居者選考委員会規則

件入居申請及び待機件数

単

件間選考件数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

居 環境 満足し い 民 割合 ％

度

.

目標

  度

,
,

, ,

事務事業及び各指標 変更

,
,

,,

入居申込者 宅困窮度合 優先度 高い 判定さ た者 入
居決定 申込者 公 化 社会福祉 向 図

宅 困窮し い 公営 宅入居申込者

目標目標
度度

予算 目標単 度

宅 困窮 所得者 対し 廉 家賃 宅 貸
民 生活 安定 社会福祉 増進 寄

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

件

名 称

間入居件数

.

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

.

入居申込者 い 高齢者世帯 離婚 子世帯 申込 多い状況
今後 い 当面新築 公 建設 計 い 家賃 安価 公営 宅

入居希望 需要 高い状況 考え 入居決定 あた 選考
委員会 判定 基 公 公 審査 手法 推進し い

公営 宅入居申込者 中 入居者 選考 あた
民生委員及び学識研究者 構成 第 者機関 公
判断し 選考 必要 あ た 昭和３７ 公営 宅法
公営 宅使用条例制定 事業 開始さ い

成果指標

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

件

,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

公営 宅 入居決定 あた 公 公 判断 求 た

対象 あく 公営 宅入居申込者 あ 大 縮小 い

退去件数 予測 能 あ た 成果指標 向 限度 あ

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

費用 担 求 事業 い

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

公営 宅入居者選考委員会運営事業

 .改革 改善 期待成果

公営 宅係

維持 ○

成３０ 度 い 公営 宅 入居決定 あた 原則 回開催 入居者選考委員
会 諮問し 判定結果 入居決定し いく方式

削減

向

コ ト

増加

現状維持

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

現在 公営 宅 入居決定 い 選考委員会 判定 基 い 行 い た 廃 影響 あ

事務事業 成果指標 さ
伸ば

民生活課

度

組

度

降

組

公営 宅 入居決定 入居要件 あ 宅困窮度判定 た 引 回 入居者選考委員会 開催し 判定 基 入居決
定し いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

間 回 委員会開催数 選考 行ううえ 必要最 限 あ 考え

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い


